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研究成果の概要（和文）：　地球温暖化対策のために、これまでに様々な低炭素施策が提案されているが、これを実現
するためには居住者の身近な生活環境との両立が必要である。そこで本研究は低炭素施策の導入により得られる省エネ
ルギー効果とその都市熱環境への影響について明らかにすることを目的とした。本研究では、街区スケールの局所気象
モデルと空調負荷計算モデルとを結びつけた都市キャノピー・ビルエネルギー連成モデルにより評価を行った。この結
果、多くの省エネルギーによる施策では若干の気温低下が見られたが、PVパネルではわずかに気温上昇を伴うことなど
が示された。

研究成果の概要（英文）：Various low-carbon measures have been proposed as countermeasures to global 
warming. However, to achieve these measures, they must be compatible with the living environment of the 
residents. Therefore, we evaluated the impact of the introduction of low-carbon measures on the urban 
thermal environment. In this research, evaluations were performed using a coupled urban canopy and 
building energy model. Results showed that in many CO2 reduction measures through energy conservation, a 
temperature-lowering effect was present. However, with photovoltaic installation, temperature increased 
slightly.

研究分野：土木環境システム

キーワード： 低炭素社会　ヒートアイランド　冷房負荷　再生可能エネルギー　省エネルギー　都市気候モデル　都
市熱環境　CO2排出削減
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様 式 Ｆ－１９ 

１．研究開始当初の背景 

 近年、地球温暖化対策のために低炭素社会
の構築が急務となっており、様々な CO2削減
の方策が提案されている。また、東日本大震
災以降は災害時のエネルギー安定供給や原
子力発電所の停止に伴う電力ピーク負荷削
減も重要な政策課題となっており、地域内の
分散型エネルギーネットワークの構築や自
然エネルギー導入などは、ますます重要視さ
れる傾向にある。 

 しかしながら、これまでに種々の CO2削減
策が提案されているものの、これらを実現す
ることは難しく、世界的金融危機や原子力発
電所事故などの諸要因の影響を除けば、この
数十年の CO2 排出量は概して増え続けてい
ると言える。こうしたことから、今後は CO2

削減策を提案するだけではなく、それをどの
ようにして実現するかという観点からの研
究が重要となる。この点について、将来的な
持続可能性を維持するための地球温暖化対
策はもちろん重要であるが、これを実現する
ためには現世代の居住者にも魅力的な都市
を提案することが必要であると考えている。
このため、著者らは CO2排出削減と、居住者
にとっての身近な生活環境の快適性や利便
性とを両立したコベネフィット型の都市設
計の研究を進めている。その一環として、都
市化による高温化、すなわち都市のヒートア
イランド現象の対策は重要な位置を占める
と考えている。ヒートアイランド現象は都市
の居住快適性を損失する重要な要因となっ
ている。これに対し、都市内の省エネルギー
による低炭素施策は人工排熱削減による
ヒートアイランド緩和効果が得られる可能
性が高い。これらはコベネフィット効果とし
て積極的に都市環境の計画・管理に取り込む
ことは、都市の快適性を向上するだけでなく、
CO2削減策の導入・普及率を高めるという点
でも重要である。こうした背景から、種々の
CO2削減策について都市気温への影響を予測
し、できる限り熱環境悪化を回避し、快適な
都市設計を行うことが重要である。 

 
２．研究の目的 
 本研究の目的は種々の CO2 削減策を対象
とし、その都市ヒートアイランドへの影響評
価を行なうことである。近年、地方自治体ス
ケールでの低炭素化や省エネルギー、再生可
能エネルギー利用などの計画の事例が増え
ているが、こうした計画を実現するためには、
生活者の身近な居住環境との両立が不可欠
である。このため本研究では、まず各種の省
エネルギーや再生可能エネルギー利用施策
の提案事例について整理し、熱環境シミュ
レーションにより各施策の都市ヒートアイ
ランドの予測評価が可能な計算モデルを構
築した。また、次に代表的な CO2削減策を対
象として都市街区を対象としたシミュレー
ションを行い、施策導入が都市熱環境へ及ぼ
す影響を定量化した。 

 

３．研究の方法 

 本研究では、街区スケールの局所気象モデ
ルと空調負荷計算モデルとを結びつけた都
市キャノピー・ビルエネルギー連成モデルを
用いて評価を行った。このモデルに含まれる
都市キャノピーモデルは鉛直一次元の多層
の局地気象モデルであり、街区内に複数の建
物が存在している状況を平均建物間隔、平均
建物幅、各高度における建物存在割合等でパ
ラメタライズし、建物による直達光の遮蔽や
多重反射を考慮した方位別の表面熱収支や
鉛直方向の乱流拡散、街区内の気温変動等を
計算する。ビルエネルギーモデルは空調負荷
計算モデルであり、都市キャノピーモデルと
の連成計算により外気とのインタラクショ
ンを考慮した建物の熱負荷や冷房用エネル
ギー消費量、人工排熱等の計算が可能である。
本研究では自治体スケールの対策を扱うた
めに多グリッド対応に拡張したモデルを用
いた。 

 本研究では代表事例として川崎市を評価
対象地域とした（図１）。この対象地域は種々
の自治体における低炭素施策事例を調査し
た上で、計算対象地域は気候条件や市街地形
態を踏まえて典型的な事例として選択した。
また、各施策導入ケースについて詳細を評価
するため、対象地域から典型的な事務所街区、
耐火造住宅街区、木造住宅街区と見なせる街
区を選択した（図２）。解析対象日は概ね平
均的な夏季の晴天日であった 2002 年 7 月 29

日を選択し、2 日分の助走計算を行った。 

 

図１ 本研究の対象地域と計算グリッド 
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図２ 各街区タイプの建物パラメータ 
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 本研究では、窓面の日射遮蔽ケース、太陽
光発電（PV）パネル導入ケース、高断熱化ケー
ス、室内機器更新ケース、冷房温度変更ケー
スの 5 つの低炭素施策を対象として評価を
行った。窓面の日射遮蔽ケースでは、窓面の
日射遮蔽ブラインドやカーテンの利用を想
定し、日射総合透過率を標準ケースの 0.3 か
ら 0.1 へ変更した。PV パネル導入ケースで
は、屋上の 60％に PV パネルの導入を想定し
た。PV パネル自体の設定は既往研究に従い、
本研究では発電された熱量分だけ表面熱収
支から熱が除去される効果や、パネルによる
日射遮蔽のために冷房負荷が減少し、冷房用
エネルギー消費による人工排熱が削減され
る効果なども含めて計算した。高断熱化ケー
スでは建物の壁面・屋根において次世代省エ
ネ基準相当の高断熱化を想定し、体積熱容量、
熱伝導率のパラメータを既往研究と同様に
設定した。室内機器更新ケースでは、空調を
除く機器・照明発熱を省エネルギー性能の高
い設備へ更新することを想定し、室内の機器
発熱の 20％を削減する想定とした。その際、
室内の発熱量の減少と、冷房用エネルギー削
減による人工排熱減少の両者を計算に含め
た。冷房温度変更ケースでは、冷房の設定温
度を 1℃高めることを想定した。 

 

４．研究成果 
 本研究では川崎市を 500m グリッドに分割
して、各グリッドに対してシミュレーション
を行った。現状ケースにおける冷房用エネル
ギーの計算結果の例を図３に示す。また事務
所街区における室内熱収支の計算結果の例
を図４に示す。 

 各街区について、施策導入ケースと現状
ケースのエネルギー消費量の差を算出した
（図５）。この結果、本研究の対策導入シナ
リオでは、事務所街区では室内機器更新ケー
ス、住宅街区では PV パネル導入ケースの省
エネルギー効果が大きいという結果になっ
た。ただし、本研究では各施策を対等に比較
できるシナリオ設定を行なっていないため、
施策間での効果の大きさを比較することは
できない。 

 次に各施策の外気温への影響について評
価した。まず標準ケースおよび各 CO2削減策
導入ケースにおける気温の計算結果の例を
図６に示す。この図から、気象条件などによ
るばらつきが大きいが、窓面の日射遮蔽ケー
ス、室内機器更新ケース、冷房温度変更ケー
スにおいて、対策導入により気温が若干低下
していることが分かる。一方、PV パネル導

 
図３ 川崎市における計算結果（現状ケースの冷

房用エネルギー消費の例） 

 

 

図４ 室内熱収支の計算結果（事務所街区、現状

ケースの例） 
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図５ 各施策ケースと標準ケースのエネルギー消

費量の差 
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入ケースでは若干気温が上昇するという結
果となった。他の街区タイプについても同様
に計算を行ったが、変動幅は同程度であり煩
雑であったため、次に省エネルギー効果と気
温変化の関係を散布図で示す（図７）。この
結果、やはり諸条件によるばらつきは大きい
ものの、気温低下効果が生じているケースが
多い。これらはいずれも省エネルギーにより
化石燃料起源の CO2 排出量を削減する方策
であるため、省エネルギー効果により人工排
熱が減少したことがその主な要因である。一
方、いずれの街区タイプでもやはり PV 導入
ケースでは気温が上昇しているというけっ
かとなった。これは、発電や日射遮蔽の効果
は気温を下げる方向に作用するが、PV パネ
ル表面のアルベドが低いことの影響がそれ
を上回ったためである。また、高断熱化ケー
スでは建物表面の熱容量が小さくなるため、
表面温度の変化幅が大きく、影響の生じ方が
諸条件により異なる結果となった。ただし、
本研究において評価対象とした低炭素施策
はいずれも気温への影響は日平均値では
0.1℃以下であり、気温への影響は大きいとは
言えない。 

 実際には大量の工場廃熱を都市内に搬送
する未利用エネルギー利用、都市内で発電排
熱が発生する分散型電源やコジェネレー
ション型熱供給など、これまでに提案されて
いる CO2 削減策の中には都市ヒートアイラ
ンドの深刻化が危惧される施策も少なくは
ない。また、人口集中と建物の密集化を伴う
コンパクトシティ化などは、生活者がその影
響を受けやすくする要因となる。こうしたこ
とから、今後は供給側の対策や都市構造の改
変を伴う対策などにも同様の評価を行う必
要がある。 
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図６ 地上気温の計算結果（事務所街区の例） 
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